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県営住宅売買契約書県営住宅売買契約書県営住宅売買契約書県営住宅売買契約書（案）（案）（案）（案）

広島県（以下「県」という。）は，県営上安住宅（仮称）整備事業（以下「本件事業」と

いう。）の実施に当たって，（●●株式会社）（以下「県営住宅整備事業者」という。）から

県営住宅の譲渡を受けるため，県営住宅整備事業者との間で，平成[　]年［　］月［　］

日付け県営上安住宅（仮称）整備事業　仮基本協定（以下「本協定」という。）第 26 条の

規定により，ここに県営住宅売買契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第第第第 1111 章　総則章　総則章　総則章　総則

（定義）

第1条 本協定において定義されている用語は，本契約における別段の定めがない限り，

本契約においても同じ意味を有するものとする。

2 本協定と本契約の内容に齟齬がある場合，本契約が本協定に優先して適用される。

3 本契約における各条項の見出しは参照の便宜のためのものであり，本契約の条項の解釈

に影響を与えないものとする。

（総則）

第2条 県営住宅整備事業者は，県営住宅整備事業者の責任において，本協定，募集要項

等，本契約及び事業者提案に従い，本件住宅を県に引き渡す。。

第第第第 2222 章　本件住宅の引渡手続章　本件住宅の引渡手続章　本件住宅の引渡手続章　本件住宅の引渡手続

（本件住宅の引渡手続）

第3条 県営住宅整備事業者は，平成 17 年 8 月末日（以下「引渡予定日」という。）まで

に，本協定，募集要項等，事業者提案及び設計図書に示す性能を有する本件住宅を県に対

して速やかに引き渡すものとする。

2 県が本件住宅について完成検査又は再完成検査を終了し，県営住宅整備事業者が完成図

書作成要領に基づいて作成した完成図書（提出済のものを除く。）及び竣工図を県に対し

て提出した場合，県は，県営住宅整備事業者に対して速やかに完成検査終了通知書を交付

し，その後本件住宅の引渡しを受けるものとする。

3 本件住宅の県への引渡しに際し，県営住宅整備事業者は，県に対し引渡書を提出し，県

はそれを受領した後，県営住宅整備事業者に対し受取書を発行するものとする。
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（買取代金の支払）

第4条 本件住宅の買取代金は，金[●●]円（消費税を含む。）（本協定別紙 3-1 又は別紙

3-2 の規定に従い買取代金の価格が変更される場合は変更後の価格）とする。ただし，平

成 14 年 11 月の建設工事費デフレーター（国土交通省建設統計月報の建設工事費デフレ

ーターのうち工事種別「住宅建築（非木造）」をいう。以下同じ。）に対する本件住宅の工

事期間の中位日を含む月の建設工事費デフレーターの比（以下「デフレーター比」という。）

が，1.5％以上乖離したときは，県及び県営住宅整備事業者は，デフレーター比の 1.5％を

超える部分について買取代金の価格の変更を協議する。

2 県営住宅整備事業者は，県に対して，第 3 条第 3 項の規定による県の受領書の発行，請

求書を提出する。県は，当該請求書の受理後 30 日以内に，県営住宅整備事業者に対し，

前項の規定による買取代金を一括にて支払う。

（費用及び公租公課の負担）

第5条 県営住宅売買契約手続のうち契約締結の費用は，県及び県営住宅整備事業者が，

各自負担する。

2 本件住宅に対する公租公課及び共用部分の電気，ガス，水道その他の管理費用は，引渡

手続を完了した日を基準として，日割り計算により次条の所有権移転日の翌月の末日まで

は県営住宅整備事業者が，それ以降は県が負担する。

（所有権の移転）

第6条 本件住宅の所有権は，県が県営住宅整備事業者から第 3 条第 3 項の規定による引

渡書を受領した日に県に移転するものとする。

（買取代金の遅延損害金）

第7条 第 4 条第 1 項の本件住宅の買取代金の支払が，第 4 条第 2 項に規定する支払期日

よりも遅れた場合，県は県営住宅整備事業者に対して，第 4 条第 1 項に規定する買取代金

の価格（本協定別紙 3-1 又は別紙 3-2 の規定に従い買取代金の価格が変更される場合は変

更後の価格）に年 8.25％の割合による金額を，遅延した日数につき日割り計算により支

払うものとする。

（本件住宅引渡しの遅延損害金）

第8条 本件住宅の引渡し時期が，県営住宅整備事業者の責に帰すべき事由（開発用地の

取得又は賃借が遅れることにより本件住宅の引渡しが遅れる等共同事業体の構成員に帰

責事由がある場合を含む。）により，引渡し予定日より遅れた場合においては，県営住宅

整備事業者は，県に対して，第 4 条第 1 項の規定による県が支払うべき買取代金の価格に
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年 14.5％の割合による金額を，遅延した日数につき日割り計算により支払うものとする。

2 本件住宅の引渡し時期が県の責に帰すべき事由により，引渡し予定日よりも遅れた場合

には，県が県営住宅整備事業者の合理的な増加費用を負担するものとする。

3 本件住宅の引渡しが引渡予定日よりも遅れたときにおいて第 1項及び第2項に該当しな

い場合は，県営住宅整備事業者の増加費用の負担については，協議によりこれを定める。

第第第第 3333 章　債務不履行章　債務不履行章　債務不履行章　債務不履行

（県営住宅整備事業者の債務不履行による解除）

第9条 県営住宅整備事業者がその責に帰すべき事由により本契約に定められた県営住宅

整備事業者の義務を履行せず，当該不履行を治癒するのに相当な期間を設けて催告を行っ

ても不履行が治癒されない場合においては，県は，催告することなく本契約を解除するこ

とができる。

2　県営住宅整備事業者に係る破産，会社更生，民事再生，会社整理又は特別清算のいずれ

かの手続について申立てがなされた場合，県は，催告することなく本契約を解除すること

ができる。

（県の債務不履行による解除）

第10条 県の責に帰すべき事由により本契約の履行が不能となった場合（事業場所の使用

収益がなし得なくなった場合を含む。），県営住宅整備事業者は，催告することなく本契約

を解除することができる。

2 県がその責に帰すべき事由により本契約に基づく県の義務を履行せず（前項に掲げる場

合を除く。），県に対して 60 日以上の当該不履行を治癒するのに合理的に必要な期間を設

けて催告を行っても不履行が治癒されない場合においては，，県営住宅整備事業者は，催

告することなく本契約を解除することができる。

（損害賠償）

第11条 県又は県営住宅整備事業者が，本契約に定める債務の履行に関して，県営住宅整

備事業者又は県の責に帰すべき事由により損害を被った場合には，その損害について，県

営住宅整備事業者又は県に対して，賠償を請求することができる。ただし賠償額等につき

別段の定めがある場合については，その規定に従う。

（性能保証）

第12条 県営住宅整備事業者の引き渡した本件住宅が，住宅の品質確保の促進等に関する

法律（平成 11 年法律第 81 号）第 5 条の規定により指定住宅性能評価機関が行った本件
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住宅に係る建設住宅性能評価書に記載されている性能を有していなかった場合，県は，県

の選択により，県営住宅整備事業者に対して，本件住宅の修補又は損害の賠償を請求する

ことができる。この修補又は損害賠償の請求は，第 6 条の所有権移転の日から 5 年以内に

請求しなければならない。

第４章　瑕疵担保責任第４章　瑕疵担保責任第４章　瑕疵担保責任第４章　瑕疵担保責任

（本件住宅の瑕疵担保責任）

第13条 県は，本件住宅に隠れた瑕疵があり，本契約を締結した目的が達せられない場合

は契約の解除を，その他の場合は相当の期間を定めてその瑕疵の修補を請求し，又は修補

に代え，若しくは修補とともに損害の賠償を請求することを，県営住宅整備事業者に対し

てすることができる。ただし，その瑕疵が重要ではなく，かつ，その修補に過分の費用を

要するときは，県は，損害の賠償のみを請求することができる。

2 前項の規定による解除又は瑕疵の修補若しくは損害賠償の請求は，本件住宅の引渡しを

受けた日から 5 年以内に行わなければならない。ただし，故意若しくは重大な過失により

生じた隠れた瑕疵又は住宅の品質確保の促進等に関する法律第 88 条第 1 項に規定する住

宅の構造耐力上主要な部分等（構造耐力又は雨水の浸水に影響のないものを除く。）の隠

れた瑕疵については，引渡し後 10 年が経過するまで契約を解除し，その瑕疵の修補を請

求し，若しくは修補に代え若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができる。

3 県は，本件住宅が第 1 項の瑕疵により滅失し，又は毀損したときは，第 2 項に規定する

期間内でかつその瑕疵を知った日から6月以内に第1項の権利を行使しなければならない。

4 県営住宅整備事業者は，県による設計図書の承諾又は完成検査のみをもって，本条に基

づく責任を免れるとすることはできない。

第第第第 5555 章　危険負担章　危険負担章　危険負担章　危険負担

（危険負担）

第14条 県は，本契約締結日から第 6 条の規定により本件住宅の所有権が県に移転すると

きまでの間に，県営住宅整備事業者又は施工者の責に帰すことができない事由により，本

件住宅が滅失又は毀損した場合は，県営住宅整備事業者に対して売買代金の減免を請求す

ることができる。

2 前項の規定にかかわらず，県は，県営住宅整備事業者と協議し，前項の売買代金の減免

に代えて，県営住宅整備事業者に対して，本件住宅の修補を請求することができる。この

場合おいて，建設工事保険により補われない費用については，県がその修補費用を負担す

るものとする。ただし，県が希望した場合，県営住宅整備事業者との間で費用について協
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議することができるものとする。

第第第第 6666 章　雑則章　雑則章　雑則章　雑則

（管轄裁判所）

第15条 本契約に係る訴訟については広島地方裁判所をもって第 1 審の合意による専属管

轄裁判所とする。

（本契約に定めのない事項）

第16条 本契約に定めのない事項については，本協定の定めに従うものとし，本協定によ

っても明らかでない事項については，必要に応じて本契約の当事者間において協議して定

めることとする。
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本契約の成立を証するため，本契約書 2 通を作成し，各当事者記名押印のうえ，各自その

一通を所持する。

平成　　年　月　　日

広島県 ：

印　　　

［県営住宅整備事業者］

住所 ：

会社名 ：

代表者 ：

印　　　


